第２回三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策推進会議　幹事会
議　事　録

日時：令和８年８月２８日（金）１０：００～１１：３０
場所：三重県　志摩庁舎　２階　大会議室

１ 「第１回三重県（志摩・南伊勢地区）放置船対策推進会議幹事会」の概要について
令和8年2月19日（木）の会議内容を再説明

２ 放置船の現状と発生原因の検証について
志摩・南伊勢地区や三重県、全国の放置船を取り巻く現状の説明及び放置船の発生原因の検証と検証結果の説明

３ 委員意見
長井委員：個人で船の処分するのが難しいので、浜島漁協の取組みとして、使用しなくなった漁船を、漁協がとりまとめ、産廃業者に委託するという取組みをしている。
昨年度は41隻の処分をし、今年度は5月から6月で実施し、合計で約100隻と、対策効果が大きい取組みであるため、他にも展開をするのが有効ではないかと思う。志摩建設事務所だけでは限界があるので、伊勢農林水産事務所をはじめ、皆様でこういう取組みがあることを展開していければと思う。
事 務 局：漁業への依頼を個々の事務所等で対応をしているとこはあるかと思うが、改めて漁協への依頼や体制についても、この会議の中でまとめていけたらと思う。

繁田委員：志摩市で347隻、南伊勢町で285隻の放置線が令和4年度の調査で確認されており、村上副市長のご挨拶や広田副会長のお話にもあった通り、実効性がある施策につなげていくことが、改めて必要だと事務局としても認識した。
それだけに、このお忙しい中、関係者の方に集まりいただき、議論できることは非常にありがたい。皆様方からの情報共有等、一緒になって議論していただきたいと思う。
広田副会長：意見だけ言うのではなく、自分たちとしては何ができるのかというところが大事。繁田委員が言われたように、実効性はこの会議における一番のキーワードと思う。

渡邉代理（村上会長代理）：今年度も浜島港で対応していただくということでありがとう。
そこで、気になったのが対応する数量が2隻増えたのは、新たに出てきたのかをお教えていただきたい。
　　　　　また、先ほどの説明の中で、放置等禁止区域を指定している漁港や一部の港湾で放置数が多いのはどういうことか。
事 務 局：まず、2隻については、昨年度の途中で新たに確認されたもの。
　　　　　放置等禁止区域について、港湾区域については、本来は、この区域に放置船となる船を持ってこないでくださいという意味合いで指定するものだが、現状は持ち込まれた後に指定している状況。次回に議論をさせていただきたいと思っているが、放置等禁止区域の拡大、可能なら全ての海岸線を指定したいと思っているので今後その議論をお願いする。
後藤代理（川嶋委員代理）：県が管理する漁港は13漁港あり、漁協が使用していない五ヶ所湾漁港を除き、今年度で残り全ての漁港は指定が完了する。志摩市等に関しても、管理している漁港を指定していただきたいため、またお願いする。
三浪委員：昨年度開催した全国豊かな海づくり大会では、放置船の対応に協力いただき感謝する。現時点で、伊勢農林が所管する漁港については、「放置等禁止区域」を指定し、放置船対策の取り組みを進めている。放置船への対応について、漁業従事者や関係する方々の協力が効果的であると考えている。

山下委員：環境室は、陸域の廃棄物関係や環境全般の規制をしている。その中で、排出者の方々に処理についての認識を深めていただくことが重要と考える。
情報収集していただいた中で、他の自治体は作成したポスターをどういったとこに提供したり、どのように活用したりしているのか把握されていたら教えていただきたい。
事 務 局：提供方法まで調べられてないが、事務局として考えているのは、漁協にご協力いただき置かしていただくことや警察の方々にもご協力いただくことを考えており、なるべく住民の近いところで、配られるようにしたいと考えている。

林田委員：東日本大震災のとき、石巻市に派遣されており、町中にも船が多量に乗り上げている状況を見てきて、悪臭などを含め、復興の邪魔になっていた。このような事態を引き起こす、要因となる放置船は一刻も早く撤去しないといけないと感じているところ。その中で、放置船の何がいけないのかを多くの人に広報するために、ポスターは必要と思う。
また、船の処分にあたって、適正な形で処理をするのが大切。安価であっても、いい加減な業者に処理させるのではなく、適正な価格でしっかり対応する業者に対応させるため、何か構築していく必要があると思っている。

西尾委員：警察としても放置船は、環境汚染に繋がったり、災害時に住民の方等に危険を及ぼしたりする可能性があるので、できる限りの対応はしていきたい。その中で、やはり広報は大事だと思っている。警察としては、交番駐在所等があり、特に沿岸部に駐在所は多いので、広報等についてはしっかり行っていきたい。そのためにもポスター等があれば助かる。
また、処理したくてもできない方もたくさんおられる。それは、処理に幾らかかるのかという目安がないことや、分かっても金銭的にできないことがあり、何かしら補填があればと思う。
さらに、所有者不明に関しては、何か調査とかできるような仕組みを作れれば、より進んでいくのではないかと思う。
和嶋委員：警察としての立場に関しては先ほど西尾委員から説明していただいたので、委員としての質問ですが、全国的な案件のため、先行事例で有効な対策などを把握されていたら教えていただきたい。
事 務 局：三重県は他県と置かれている状況が異なるため、そのままの活用は難しい。例えば、資料にある通り、三重県では仮に全ての未活用マリーナを活用しても947隻分の不足があるが、他県はマリーナが多くあったり、港湾が大きくその余りスペースを活用して放置船の解消を図っていたりする。また、放置・沈廃船の代執行でも他県は5隻程度と、対応すべき隻数が多数ある三重県とは異なる状況にある。そのため、三重県と似た状況の事例は事務局では把握してない。
広田副会長：ということは、三重県独自のスタイルを作っていくことになるのかもしれない。他の皆様も事務局に何か情報共有できることがありましたら提供をお願いする。

鬼頭委員：我々海上保安庁としては、海洋環境保全は任務の1つ。その中で、廃船や放置船の取締りをしているが、放置や捨ての判断が困難なことがある。船はごみ箱に捨てるわけではなく、日々使用してきて、どこかの時点で使わなくなり、そのまま放置している状態になると思うが、そこがどの段階で放置等になったかの判断ができず、取締りがしづらい状況にある。
　　　　　また、船の使用方法にも色々あり、船を桟橋代わりに使用している事例もある。それは放置に該当するのかどうか、色々なパターンにおいて判断が困難な状況である。
資料にある通り、漁業従事者が減少している中で、引継ぐ人がおらず、そのまま放置状態になることも今後考えられるが、適正な処分をしてくれる業者に頼むと結構なお金がかかるため、予算的に困難なことや相続しただけで、船の存在を認知していなかったり、どこにもっていけば処理してもらえるかが分かってなかったりすることが放置の原因にもなっていると思う。
ここを対策していけかないといけないと思う。できるか分からないが、例えば船を購入するときに処分費用を取っておくようなシステムとかはできないのだろうか。また、国の支援制度としてはなにかあるのか。
事 務 局：まず、放置の定義に関することだが、我々も今、一般海域等管理条例を作成している中で議論しているところであるが、他の法令や条例でもしっかり記載されたものがなく苦慮している。
去年に鳥羽海上保安部とも協議した中で、期間などを目安にしていると聞いたり、港湾法等には、直ちに移動することができないような状態と大雑把に記載さていたりするので、今後検討していきたい。
リサイクル料金の話もされていましたが、我々もそれを検討しているが、三重県で制定するのは難しいため、この会議の中でとりまとめていきたい。
あと、国の支援制度の有効活用は、どの範囲まで言われているのか分からないが、港湾区域や海岸保全区域においては、自治体が対応するのに補助制度がある。ただし、現行は要件が厳しく、活用しづらい制度になっているので、拡充を国へ要望している。
後藤代理（川嶋委員代理）：水産庁（漁港区域）のほうにも同様制度はあるが、国交省の補助金制度と同様に要件が厳しいため、要件の緩和を水産庁に要望している。
広田副会長：国への働きかけも、こうした協議会の形を持って行うことが大切になってくるかもしれない。

事 務 局：先ほどの資料説明の中でも触れましたが、マリーナ等の収容能力数は県全体の数値であり、この地区における数値ではないため、この地区においてマリーナの存在等を把握されていないか。
志 摩 市：鵜方にマリーナがあるのは把握しているが、何隻置けるまでは把握してない。
広田副会長：民間の施設があるのは把握しているが、同様に何隻置けるまでは把握してない。
事 務 局：また、調査の協力をお願いする。
広田副会長：事務局でお願いする。
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